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議案第２号 

 

 

都市行財政の充実強化について 

 

（新潟県市長会） 

 

 都市自治体が自主的かつ自立的な行財政運営が行えるよう、国においては、次の事

項について積極的かつ適切な措置を講じられるよう強く要望する。 

 

 

１ 地方創生の実現について 

 (1) 企業の地方移転の流れを着実なものとするため、地方拠点強化税制等の制度を

更に拡充すること。 

また、企業の地方への本社機能移転に対する機運醸成に一層取組むとともに、

移住支援やサテライトオフィス等の整備・運営に係る財政支援を拡充すること。 

(2)  新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格の高騰等に伴う電気料金

の増加などにより、公共施設の運営は、依然として厳しい状況が続いていること

から、今後も公共施設を適正に維持・管理できるよう、必要な財政措置を講じる

こと。 

(3)  新型コロナウイルス感染症の影響により、市民税の減収や感染症対策経費の

増加が見込まれるため、行政サービスの提供に支障が生じることがないよう、十

分な財政措置を講じること。 

(4) コロナ禍における原油価格・物価高騰等の影響に対応し、引き続き、地域の

実情に応じた実効性のある対策を講じることができるよう、新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金の更なる増額を図るとともに、感染症が収束する

までの間、その対策に係る地方負担経費に対する財政支援を継続すること。 

 (5) 地域経済を牽引する中核企業の成長を支援し、地域産業の裾野を拡大するため、

地域未来投資促進法の固定資産税課税特例に係る減収補てん制度の対象を拡充す

ること。 

 

２ 地方交付税等の確保について 

 (1) 地方の実態に即した財政需要を的確に見込み、必要な地方交付税を確保すると

ともに、人口減少や基金残高増加が普通交付税減額の要因とならないよう、算定

方法の見直しなど適切な措置を講じること。 

(2) 地域医療体制維持のため、公的病院に対し、公立病院への普通交付税措置と同

程度の財政支援を講じること。 

    また、都市自治体が行っている公的病院への運営費等の補助について、財政措

置を講じること。 

 (3) 地域おこし協力隊員の活動経費など、国の施策を推進する取組の財源には個別

の補助金で措置し、特別交付税は災害対応など、特別な財政需要への補填とする

こと。 
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 (4) ふるさと納税について、寄付者がワンストップ特例制度を利用された場合でも、

所得税控除相当額を個人住民税から控除するのではなく、国が負担すべき全額を

補てんするなど、制度の改善を図ること。 

 

３ 地方債等の充実について 

 (1) 公債費負担の軽減を図るため、公的資金補償金免除繰上償還について、資金区

分、年利等の対象要件を緩和したうえで、再度実施すること。 

また、実施にあたっては、手続きの簡素化を図ること。 

 (2) 過疎対策事業債及び辺地対策事業債について、財政負担の平準化を図り、安定

的かつ計画的な事業実施のため、所要額を確保するとともに、その対象に脱炭素

社会及びデジタル社会の実現に向けた事業を追加すること。 

(3) 計画的に公共施設等の適正管理に取り組めるよう、公共施設等適正管理推進

事業債について、財政措置を拡充すること。 

   また、公共施設等の除却に係る財政措置を講じること。 

 

４ 国庫補助金の財源確保について 

国の施策に基づき実施する事業やサービスについて、地方自治体の事業執行に支

障が生じることのないよう、補助率どおりの必要額を確保するとともに、翌年度精

算方法の導入を図ること。 

 

５ 教育環境・文化振興の充実強化について 

 (1) 児童生徒に対するよりきめ細やかな指導の充実と教職員の多忙解消を図るた

め、早期に教職員等の基礎定数を見直すとともに、専門スタッフの配置に係る予

算を拡充すること。 

  (2) 特別支援教育の充実を図るため、教育補助員や介助員等の特別支援教育支援員

の配置や施設整備等に対する財政措置を拡充すること。 

 (3) 公立小・中学校において新しい生活様式に対応したゆとりある学びを可能にす

るため、小中学校における少人数学級編制を早期に実現すること。 

  (4) 高等学校教育における公私格差を解消するため、就学支援金を拡充するととも

に、私立高校の安定的な運営ができるよう、私学助成の拡充を図ること。 

  (5) 部活動の地域移行に当たっては、指導者を確保するため等の新たな仕組みづく

りに必要な法整備を行うとともに、経済的な事情により希望する部活動に参加で

きない生徒が生じないよう、国において受け皿となるスポーツ団体等への必要な

財政支援を講じること。 

また、部活動における大会（中体連等）の在り方や運営方法を早急に検討し、

学校・保護者・生徒に見通しを示すこと。 

 (6) 公立学校施設の新増改築や長寿命化、学習環境改善のための施設整備等を計画

的に実施できるよう、必要な財源を確保するとともに、広範な補助メニューの設

定や算定基準の見直しなど、財政措置の拡充を図ること。 

(7) 長寿命化計画に基づく社会体育施設の大規模改修に対する財政支援制度を創

設すること。 
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  (8) ＧＩＧＡスクール構想実現のために整備した IＣＴの維持・改善に必要な経費

等について、継続的かつ十分な財政措置を講じるとともに、家庭でのオンライン

学習に係る通信費について、財政支援制度を創設すること。 

    また、デジタル教科書の活用等を見据え、通信回線の増強に関する財政支援を

講じること。 

  (9) 学校教育におけるＩＣＴ活用を推進するうえで、デジタル教科書の導入が必須

であることから、将来的には、学習者用デジタル教科書を無償とすること。 

 (10) 犯罪から子どもを守るための対策については、各省庁の取組を一層推進すると

ともに、地方自治体の取組に対する財政支援等を充実し、十分な予算を確保す

ること。 

また、通学時における子どもの安全確保に関するガイドラインを作成すること。 

 

６ 社会保障・税番号制度への対応について 

(1) 社会保障・税番号制度システムの整備に係る費用等については財政措置を継

続し、全額国庫負担とすること。 

(2) マイナンバーカードの普及促進のため、国の責任において、更なる公的手続

きなどの利用拡大について、利便性を高める取組を推進するとともに、地域の実

情に応じた交付事務に取り組めるよう、個人番号カード交付事務費補助金を継続

すること。 

   また、マイナンバー制度の安全性や信頼性について、取得メリットを含め国

民への周知徹底等を図ること。 

(3) マイナンバーカード交付率に応じた地方交付税算定への検討に当たっては、

交付率の低い市町村の基準財政需要額を割落とすのではなく、交付率の高まりに

より必要となる財政需要額を新たに割増しするなど、市町村が安心してマイナン

バーカードの普及促進を図れる制度とすること。 

 

７ 情報通信基盤の整備について 

(1) 地上デジタル放送移行により必要となった、共聴組合施設の維持管理費、大

規模修繕や撤去費用等について、支援制度を創設すること。 

(2) 自治体ＤＸ推進計画を推進するため、ＡＩ・ＲＰＡの導入、システム構築や

デジタル人材の確保等に対する財政支援を拡充するとともに、システムの標準

化・共通化について、令和７年度までに市町村が円滑に対応できるよう、早期の

仕様決定など、市町村に対する必要な支援を積極的に行うこと。 

また、地域社会において Society5.0 が実現できるよう、５Ｇやデータセンタ

ー等の民間のデジタルインフラ整備を積極的に支援すること。 

 

８ 地籍調査及び統計調査等の推進等について 

(1) 地籍調査事業を継続的に実施できるよう、国負担金分に必要な財源を確保す

ること。 

(2) 国勢調査を今後も円滑に実施するため、国勢調査人口と住民基本台帳人口と

の差異を十分に検証し、レジスター統計を導入するなど、調査方法の抜本的な見

直しを行うこと。 

(3) 都市計画基礎調査を確実に実施するため、人件費など、調査に係る費用に対

する財政支援を講じること。 
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９ 雇用就業対策の推進について 

(1) 若年無業者に対する就業支援を継続的に実施するため、地域若者サポートス

テーション事業の委託期間を少なくとも３年とすること。 

また、市町村が民間団体と連携して実施する支援事業について、十分な財政措

置を講じること。 

(2) 働き方改革やワーク・ライフ・バランスに資する各種支援制度がワンストッ

プで利用申請できるよう、それに向けた仕組みづくりやシステム構築を検討する

こと。 

 

10 人権擁護の推進等について 

 (1) インターネット上の誹謗中傷や人権侵害から被害者を救済するため、対処すべ

き権利侵害の概念を明確にし、差別的な書き込み等を即時削除される実効性ある

対策が講じられるよう、プロバイダ責任制限法の更なる見直しを行うとともに、

自治体からのインターネット等への人権侵害情報による削除要請については、国

と自治体が情報共有し、連携を図りながら対処することができる体制を構築する

こと。 

(2) 無給のボランティアとして民間人の位置付けとなっている人権擁護委員につ

いて、非常勤の国家公務員として位置付けるとともに、人権擁護委員や保護司の

活動が継続的に行われるよう、報酬の支給など、処遇改善を図ること。 

 

11 個人情報の運用管理について 

犯歴に係る台帳管理や各種証明事務においては、法的根拠等がなく、慣例や書籍

を頼りに事務を遂行していることから、犯歴事務における個人情報の取扱いについ

ては、市町村の事務負担の軽減に資するよう、国での一元的な管理を含め、必要な

見直しを行うこと。 


